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1.  平成23年4月期第3四半期の業績（平成22年5月1日～平成23年1月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年4月期第3四半期 4,636 △9.7 △152 ― △150 ― △197 ―
22年4月期第3四半期 5,135 △10.5 △95 ― △95 ― △101 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年4月期第3四半期 △6,214.32 ―
22年4月期第3四半期 △3,269.12 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年4月期第3四半期 1,680 790 47.0 23,182.46
22年4月期 2,146 907 42.3 29,271.59

（参考） 自己資本   23年4月期第3四半期  790百万円 22年4月期  907百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年4月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年4月期 ― 0.00 ―
23年4月期 

（予想）
0.00 0.00

3.  平成23年4月期の業績予想（平成22年5月1日～平成23年4月30日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,614 △4.8 12 ― 1 ― △56 ― △1,829.37



(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等
の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】５ページ「その他」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年4月期3Q 34,090株 22年4月期  31,000株
② 期末自己株式数 23年4月期3Q  ―株 22年4月期  ―株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年4月期3Q 31,794株 22年4月期3Q 31,000株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であります。 
 なお、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
 業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料） ４ページ「業績予想に関する定性
的情報」をご覧ください。 
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（１）経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期累計期間（平成22年５月１日から平成23年１月31日）におけるわが国経済は、アジア諸国を中

心とする新興国経済の拡大に支えられ、企業収益や個人消費に改善の兆しが見られたものの、一方で、米国を始

めとする海外景気の先行き不安に伴う急激な円高の進行や、デフレ状況により厳しい雇用情勢が続く等、景気の

先行きは依然として不透明で、予断を許さない状況が続いております。 

当社の属する通信業界におきましては、主力である移動体通信関連事業において、当第３四半期累計期間末

における携帯電話・ＰＨＳ等の移動体通信サービスへの累計加入契約件数は、121,231千件となり、当第３四半

期累計期間の新規加入から解約を差し引いた純増数は4,479千件と、前年同四半期に比べ 1,606千件（55.9％

増）の増加となり、市場の成熟化はますます進展してまいりました。（注1） 

当社の主力事業である移動体通信関連事業におきましては、スマートフォンやデータ通信カード等に代表さ

れるモバイル・ブロードバンド端末機器の販売は、各通信事業者による新機種の相次ぐ導入発表等により、消費

者の購買意欲は喚起されたものの、これら端末機器の供給は、当社の情報通信ショップにおいて、消費者の需要

に満たない入荷状況でありました。 

また、比較的供給量の安定した従来タイプの端末機器の販売におきましては、割賦販売制度に伴う端末価格

の高騰と買換サイクルの長期化等も相俟って、高性能で多機能な高価格帯の機種から、比較的廉価な機種へと需

要がシフトすると共に、従来タイプの端末機器に対する機能面やデザイン面で目新しさが無いことなどから、移

動体通信関連事業全体は厳しい状況で推移いたしました。 

固定通信関連事業におきましては、主力商品である「ＡＤＳＬ付き電話加入権」のセット販売は、光ファイ

バーサービス網の社会への普及と共に減少し、同サービスへの加入取次業務では、大手インターネットプロバイ

ダーとの協業を行う等の加入促進を図ってまいりましたが、固定通信関連事業全体では、ＡＤＳＬサービスから

の切り替えが一巡しつつあること等により、低調に推移する結果となりました。 

一方、その他事業のうち、中古携帯電話機「エコたん（注2）」の販売を始めとするリユース事業におきまし

ては、昨今の移動体通信端末機器の高騰と環境や資源リサイクルを始めとした「エコロジー」機運の高まりと各

メディアによる報道も奏功し、販売台数および売上高共に比較的順調に推移してまいりました。 

しかしながら、中古携帯電話機の取扱いに関するフランチャイズ加盟店の募集につきましては、平成22年11

月５日に株式会社 光通信と資本・業務提携に関する基本契約を締結し、同社、並びに同社グループとの協業と

して、同事業に関するフランチャイズ加盟店への加入を推進してまいりましたが、同社、並びに同グループにと

って、リユース事業は新しい事業分野であると共に、古物営業法に基づく登録、許可等に時間を要したこと等に

より、当第３四半期累計期間において、提携の効果を全て発揮するには至らない状況にありました。 

これらの結果、当第３四半期累計期間における経営成績は、中古携帯電話機「エコたん」の販売を始めとし

たリユース事業においては、比較的順調に販売台数、売上高共に増加が見られたものの、主力の移動体通信関連

事業および固定通信関連事業での売上高の低下により、4,636百万円と前年同四半期の売上高 5,135百万円に比

べ 498百万円、9.7％の減少となりました。 

営業損益につきましては、不採算の首都圏３店舗および関西圏１店舗の合計４店舗の情報通信ショップを閉

店し、コストの削減に努めつつ、中古携帯電話機「エコたん」の取扱いに注力してまいりましたが、引き続き低

迷を続ける移動体通信関連事業での売上高減少を補うことができず営業損失 152百万円（前年同四半期は95百万

円の営業損失）となりました。 

また、経常損益につきましては、営業外収益において営業支援金収入等が11百万円あったものの、支払利息

等の営業外費用 9百万円を差引いた結果、経常損失 150百万円（前年同四半期は95百万円の経常損失）となりま

した。 

なお、四半期純損益におきましては、前事業年度末に店舗の閉鎖を前提とした原状回復に係る費用および同

店舗の賃借契約期間内の未経過地代家賃を特別損失として計上しておりましたが、原状回復費用の低減と、早期

に新しい借主が決定したことに伴う未経過地代家賃の戻り入れにより、特別利益 6百万円を計上したものの、

「資産除去債務に関する会計基準」の適用初年度にかかる資産除去債務費用 17百万円、および店舗改装等に伴

う什器備品等の不要固定資産の除却損や店舗閉鎖に伴う賃貸借契約解約損12百万円、並びに減損損失15百万円の

合計45百万円を特別損失に計上したことにより、税金費用等を差し引いた四半期純損失は 197百万円（前年同四

半期は 101百万円の四半期純損失）となりました。 

（注1）携帯電話およびＰＨＳの累計加入契約者数および純増数は、社団法人電気通信事業者協会のホームページから引用。 

（注2）「エコたん」とは、２次利用で環境にやさしい「エコロジー端末（たんまつ）」、安価で経済的な「エコノミー端末（たん

まつ）」の意味合いを持った造語であり、当社独自の商標であります。 

１．当四半期の業績等に関する定性的情報
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当社の事業は、情報通信関連事業の単一セグメントでありますが、業績の状況を事業部門別に記載しております。 

（移動体通信関連事業） 

当第３四半期累計期間における移動体通信関連事業におきましては、スマートフォンやデータ通信カード等に

代表されるモバイル・ブロードバンド端末機器の販売は、各通信事業者による新機種の相次ぐ導入発表等によ

り、消費者の購買意欲は喚起されたものの、これら端末機器の供給は、当社の情報通信ショップにおいて、消費

者の需要に満たない入荷状況でありました。 

また、比較的供給量の安定した従来タイプの端末機器の販売におきましては、割賦販売制度に伴う端末価格の

高騰と買換サイクルの長期化等も相俟って、高性能で多機能な高価格帯の機種から、比較的廉価な機種へと需要

がシフトすると共に、従来タイプの端末機器に対する機能面やデザイン面で目新しさが無いことなどから、移動

体通信関連事業全体は厳しい状況で推移いたしました。 

このような事業環境の中、当社におきましては、情報通信ショップに比べ、商品の供給が安定した専門ショッ

プの強化を図るべく、首都圏において売り場面積と店舗ロケーションの改善を目的とした店舗の移転増床を初

め、引き続き旧規格の第二世代移動体通信端末機器からの買換需要の獲得や、法人・個人に対する二台目需要へ

の対応を強化しつつ、各種オプションの取扱いを初めとしたサービス手数料の獲得に注力してまいりました。 

しかしながら、従来タイプの端末機器の販売では、機能面やデザイン面で目新しさが無く、比較的廉価な機種

へと需要がシフトすると共に、スマートフォン等のモバイル・ブロードバンド対応商品においての商品不足によ

り、売上高は 4,370百万円（販売台数 64.6千台）と前年同四半期における売上高 4,920百万円（販売台数 72.1

千台）に比べ 550百万円（販売台数 7.5千台減）減少、率にして 11.2％（販売台数 10.5％減）の減少となりま

した。 

（固定通信関連事業） 

当第３四半期累計期間における固定通信関連事業におきましては、ＦＴＴＨ等の光ファイバーサービスへの加

入獲得は、ＡＤＳＬサービスからの切り替えが一巡しつつあることや、国内景気の低迷に伴う消費マインドの低

下等により、引き続き厳しい状況で推移いたしました。 

当社におきましては、ＦＴＴＨ等の光ファイバーサービスへの加入獲得に向け、大手インターネットプロバイ

ダーとの協業を行う等、同サービスへの加入促進に努めてまいりましたが、ＡＤＳＬサービスからの切り替えが

一巡しつつあること等により、売上高は 35百万円（契約数 589件）と前年同四半期における売上高 57百万円

（契約数 1,081件）に比べ 21百万円（契約数 492件減）減少し、率にして 37.3％（契約数 45.5％減）の減少

となりました。 

また、ＡＤＳＬ付き電話加入権のセット販売につきましては、家電量販店を始めとする取次店およびインター

ネットによるＷＥＢ販売が減少したこと等により、売上高は 13百万円（販売回線数 2,770回線）と前年同四半

期における売上高 26百万円（販売回線数 4,972回線）に比べ 13百万円（販売回線数 2,202回線減）減少、率に

して 50.7％（販売回線数 44.3％減）の減少となりました。 

この結果、固定通信関連事業全体では、売上高 49百万円と前年同四半期における売上高 83百万円に比べ 34

百万円、41.5％の減少となりました。 

（その他の事業） 

その他の事業の内、中古携帯電話機「エコたん」の販売を始めとするリユース事業におきましては、第２四半

期累計期間に引き続き首都圏と関西圏の情報通信ショップ 15店舗において、中古携帯電話機の取扱いコーナー

を拡充すると共に、ＷＥＢサイト「イーブーム.com（http://www.e-booom.com/ecotan/index.html）」や、「エ

コたん.jp（http://www.ecotan.jp/online/）」サイトでの決済機能の改善や整備を行うなど、携帯電話を利用

する消費者に対し、利便性の向上と販売チャネルの多様化に努めてまいりました。 

また、中古携帯電話機の取扱いに関するフランチャイズ加盟店の募集につきましては、平成22年11月５日に株

式会社 光通信と資本・業務提携に関する基本契約を締結し、同社、並びに同社グループとの協業として、同事

業に関するフランチャイズ加盟店への加入を推進してまいりましたが、同社、並びに同グループにとって、リユ

ース事業は新しい事業分野であると共に、古物営業法に基づく登録、許可等に時間を要したこと等により、当第

３四半期累計期間において、提携の効果を全て発揮するには至らない状況にありました。 

しかしながら、既存のフランチャイズ加盟店への卸売販売や、インターネットを利用した個人顧客へのＷＥＢ

販売が奏功し、中古携帯電話機「エコたん」の販売を始めとするリユース事業におきましては、当第３四半期累

計期間において売上高は 136百万円（販売台数 15.8千台）と前年同四半期における売上高 63百万円（販売台数

6.0千台）に比べ 73百万円（販売台数 9.8千台増）増加、率にして 117.2％（販売台数 162.6％増）の大幅な増

加となりました。 

これらの結果、その他の事業全体では、携帯コンテンツ収入やフランチャイズ加盟店手数料収入等を加え、高

は 217百万円と前事業年度における売上高 131百万円に売上比べ 86百万円、65.8％の増加となりました。 

日本テレホン株式会社（9425） 平成23年4月期 第3四半期決算短信〔日本基準〕（非連結）

3 ページ



（２）財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債、純資産等の状況   

（資産）  

  当第３四半期会計期間末の流動資産は前事業年度末に比べて 361百万円減少し、916百万円となりました。これ

は主に、現金及び預金が 245百万円、売掛金が 132百万円、商品が 8百万円減少し、未収入金が 24百万円増加し

たことによるものであります。  

  固定資産は前事業年度末に比べて 103百万円減少し、763百万円となりました。これは主に、差入保証金が 89

百万円、建物が 11百万円、工具、器具及び備品が 6百万円減少したことによるものであります。  

（負債）  

  当第３四半期会計期間末の流動負債は前事業年度末に比べて 375百万円減少し、747百万円となりました。これ

は主に、一年内償還予定の社債が 400百万円、買掛金が 167百万円減少し、短期借入金が 112百万円、前受金が

40百万円、前受収益が 56百万円増加したことによるものであります。  

  固定負債は前事業年度末に比べて 27百万円増加し、142百万円となりました。これは主に、資産除去債務が 25

百万円、繰延税金負債 4百万円、退職給付引当金が 7百万円増加し、社債が 10百万円減少したことによるもので

あります。  

（純資産）  

  当第３四半期会計期間末の純資産は前事業年度末に比べて 117百万円減少し、790百万円となりました。これは

主に、資本金が 40百万円、資本準備金が 40百万円増加し、利益剰余金が 197百万円減少したことによるもので

あります。  

② キャッシュ・フローの状況  

  当第３四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前第３四半期累計期間末

に比べ 2百万円増加し、105百万円（前第３四半期累計期間の資金の期末残高は 102百万円）となりました。  

当第３四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

  当第３四半期累計期間の営業活動の結果、使用した資金は 43百万円（前第３四半期累計期間は 144百万円の減

少）となりました。これは主として、仕入債務の減少 167百万円、利息の支払額 6百万円などによる支出が、売

上債権の減少 132百万円による収入を上回ったことによるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

  当第３四半期累計期間の投資活動の結果、獲得した資金は 215百万円（前第３四半期累計期間は 2百万円の増

加）となりました。これは、主として、定期預金等の払戻による収入 192百万円、差入保証金の回収による収入

が84百万円あり、固定資産の取得による支出 36百万円、差入保証金の差入による支出 22百万円があったことに

よるものであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

  当第３四半期累計期間の財務活動の結果、減少した資金は 225百万円（前第３四半期累計期間は 85百万円の減

少）となりました。これは主として、社債の償還による支出が 410百万円、長期借入金の返済による支出が 8百

万円あり、短期借入金の純増額 112百万円、及び株式の発行による収入 80百万円あったことによるものでありま

す。  

  

（３）業績予想に関する定性的情報 

平成23年４月期通期の業績予想につきましては、平成22年12月８日付け「平成２３年４月期第２四半期累計期

間の業績予想との差異および通期業績予想の修正に関するお知らせ」にて公表しましたとおり、主力事業である

移動体通信関連事業におきましては、昨今のブームであるスマートフォンやデータ通信カード等、モバイル・ブ

ロードバンド端末機器への需要は、安定した商品供給を前提に回復が見込まれるものの、従来タイプの端末機器

の販売は、依然として厳しい状況が続くものと予測されます。 

当社といたしましては、このような市場環境に鑑み、技術の進化と共に変貌を遂げつつスマートフォンやデー

タ通信カード等、モバイル・ブロードバンド対応商品の取扱いを強化しつつ、今後の事業の中核を成す中古携帯

電話機「エコたん」の取扱いを始めとしたリユース事業において、中古携帯電話機の取扱いに関するフランチャ

イズ加盟店の募集を推進すると共に、中古携帯電話機のみを専門に取扱う店舗を設置する等、販路と商品供給元

の開拓を行ってまいります。 

また、財務体質の改善につきましては、個別店舗ごとの収益状況を引き続き細部に亘り検証し、業績改善の見

通しが立て難いと判断された店舗については早期に閉鎖等の措置を行ってまいります。 

このため、平成22年12月８日付け「平成２３年４月期第２四半期累計期間の業績予想との差異および通期業績

予想の修正に関するお知らせ」において公表した業績予想に変更はございませんが、今後、公表した業績予想に

変更が生ずる場合は、その影響が判明しだい速やかに公表をさせて頂く所存であります。 
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（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

定率法を採用している固定資産の減価償却費については、当事業年度に係る減価償却費の額を期間按分する方

法により算定しております。 

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

 第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用し

ております。  

これにより営業損失が 1百万円、経常損失が 1百万円、税引前四半期純損失が 19百万円それぞれ増加してお

ります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 28百万円であります。 

  

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

当社は、平成22年４月期におきまして、売上高 6,949百万円と前事業年度7,665百万円に比べ 716百万円の減

少となると共に、営業損失 89百万円、経常損失 86百万円、当期純損失 108百万円と平成20年４月期より引き続

き損失を計上いたしました。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要事象等が存在しております。 

当社といたしましては、継続企業の前提に関する重要事象等が存在しておりますが、当該事象を解消すべく、

主力である移動体通信関連事業におきましては、技術の進化と共に変貌を遂げつつある携帯電話端末機器におい

て、昨今のブームであるスマートフォンやデータ通信カード等、モバイル・ブロードバンドへの対応商品の取扱

いを強化してまいります。 

また、今後の事業の中核を成す中古携帯電話機「エコたん」の取扱いを始めとしたリユース事業におきまして

は、新しいコンセプトのもと中古携帯電話機のみを専門に取扱う店舗を設置すると共に、引き続き販路と商品供

給元の開拓を企図したフランチャイズ加盟店の募集を実施してまいります。 

一方、財務体質の改善につきましては、第２四半期会計期間に引き続き、個別店舗ごとの収益状況を細部に亘

り検証し、業績改善の見通しが立て難いと判断された店舗については早期に閉鎖等の措置を行ってまいります。

なお当社は、平成22年11月５日に、株式会社光通信（東証第一部・コード：9435）との間において、当社が行

う第三者割当増資の引受け、並びに資本・業務提携に関する基本契約を締結し、当社が先駆的な役割を担う中古

携帯電話機「エコたん」等のリユース事業分野において、強力な営業力を有する同社、並びに同社グループとの

間において、資本・業務提携後初の協業として、中古携帯電話機の取扱いに関するフランチャイズ加盟店への加

入を推進してまいりました。 

しかしながら、同社、並びに同社グループにおいて、中古携帯電話機「エコたん」等のリユース事業は新しい

事業分野であると共に、古物営業法に基づく登録、許可等に時間を要することから、当第３四半期会計期間にお

いて、同社、並びに同社グループとの提携効果を全て発揮するには至らない状況にありましたが、この状況は暫

時改善しつつあります。 

従いまして、継続企業の前提に関する重要な不確実性は、認められないものと判断しております。 

  

  

２．その他の情報
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３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成23年１月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年４月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 105,037 350,631

売掛金 499,114 631,597

商品 232,070 240,298

貯蔵品 1,042 570

前払費用 40,472 41,226

未収入金 38,169 13,838

その他 754 215

流動資産合計 916,663 1,278,378

固定資産   

有形固定資産   

建物 216,515 217,398

減価償却累計額 △119,161 △108,663

建物（純額） 97,354 108,735

工具、器具及び備品 263,295 279,762

減価償却累計額 △219,193 △229,432

工具、器具及び備品（純額） 44,102 50,330

有形固定資産合計 141,456 159,066

無形固定資産   

のれん 1,500 2,400

商標権 519 607

ソフトウエア 22,829 6,927

電話加入権 18,868 18,863

ソフトウエア仮勘定 － 12,180

無形固定資産合計 43,717 40,977

投資その他の資産   

出資金 270 367

破産更生債権等 2,471 2,471

長期前払費用 12,259 10,808

差入保証金 565,479 655,119

保険積立金 241 241

貸倒引当金 △2,471 △2,471

投資その他の資産合計 578,250 666,536

固定資産合計 763,425 866,580

繰延資産   

社債発行費 649 1,363

繰延資産合計 649 1,363

資産合計 1,680,738 2,146,322

日本テレホン株式会社（9425） 平成23年4月期 第3四半期決算短信〔日本基準〕（非連結）

6 ページ



（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成23年１月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年４月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 311,103 478,643

短期借入金 153,986 41,676

1年内返済予定の長期借入金 － 8,359

1年内償還予定の社債 20,000 420,000

未払金 25,557 27,626

未払費用 46,621 50,194

未払法人税等 4,817 8,876

未払消費税等 6,828 －

前受金 40,137 14

前受収益 56,318 959

預り金 67,275 67,821

賞与引当金 10,020 15,725

短期解約返戻引当金 4,084 3,387

資産除去債務 751 －

流動負債合計 747,503 1,123,283

固定負債   

社債 30,000 40,000

退職給付引当金 13,820 6,054

長期未払金 58,764 58,764

繰延税金負債 4,092 －

資産除去債務 25,466 －

長期預り保証金 10,800 10,800

固定負債合計 142,944 115,619

負債合計 890,447 1,238,902

純資産の部   

株主資本   

資本金 634,728 594,500

資本剰余金 304,925 264,700

利益剰余金 △149,364 48,219

株主資本合計 790,290 907,419

純資産合計 790,290 907,419

負債純資産合計 1,680,738 2,146,322
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（２）四半期損益計算書 
（第３四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成23年１月31日) 

売上高 5,135,325 4,636,684

売上原価 4,007,895 3,565,676

売上総利益 1,127,429 1,071,008

販売費及び一般管理費 1,222,713 1,223,243

営業損失（△） △95,284 △152,235

営業外収益   

受取利息 528 230

営業支援金収入 9,311 6,724

その他 2,150 4,229

営業外収益合計 11,990 11,185

営業外費用   

支払利息 2,149 3,094

社債利息 5,364 2,124

社債発行費償却 1,675 714

株式交付費 － 979

支払保証料 2,503 1,052

その他 149 1,978

営業外費用合計 11,842 9,943

経常損失（△） △95,135 △150,993

特別利益   

原状回復費等戻入益 － 4,972

賃貸借契約解約損戻入益 － 1,322

貸倒引当金戻入額 70 －

特別利益合計 70 6,294

特別損失   

固定資産除却損 1,933 6,998

減損損失 － 15,101

賃貸借契約解約損 － 5,391

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17,819

特別損失合計 1,933 45,310

税引前四半期純損失（△） △96,999 △190,008

法人税、住民税及び事業税 4,343 3,481

法人税等調整額 － 4,092

法人税等合計 4,343 7,574

四半期純損失（△） △101,342 △197,583
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成23年１月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △96,999 △190,008

減価償却費 46,145 37,391

減損損失 － 15,101

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17,819

原状回復費等戻入益 － △4,972

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,273 △5,705

短期解約返戻引当金の増減額（△は減少） 1,066 697

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,632 7,765

貸倒引当金の増減額（△は減少） △70 －

受取利息及び受取配当金 △528 △230

支払利息及び社債利息 7,513 5,218

固定資産除却損 1,933 6,998

売上債権の増減額（△は増加） △24,668 132,482

たな卸資産の増減額（△は増加） △36,274 7,755

仕入債務の増減額（△は減少） △43,653 △167,539

その他 22,626 105,956

小計 △133,813 △31,268

利息及び配当金の受取額 577 357

利息の支払額 △5,325 △6,848

法人税等の支払額 △6,186 △5,488

営業活動によるキャッシュ・フロー △144,748 △43,247

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △192,323 －

定期預金の払戻による収入 192,255 192,493

固定資産の取得による支出 △13,708 △36,450

資産除去債務の履行に伴う支出額 － △2,060

差入保証金の差入による支出 － △22,459

差入保証金の回収による収入 18,123 84,219

その他 △1,617 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,730 215,742

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △33,328 112,310

長期借入金の返済による支出 △41,683 △8,359

株式の発行による収入 － 80,454

社債の償還による支出 △10,000 △410,000

配当金の支払額 △27 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △85,038 △225,594

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △227,056 △53,099

現金及び現金同等物の期首残高 329,519 158,137

現金及び現金同等物の四半期末残高 102,463 105,037
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該当事項はありません。 

  

当社は、情報通信関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

(追加情報) 

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３月27

日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日)を適用しております。  

  

当社は、平成22年11月５日開催の当社取締役会において、株式会社 光通信（東証第一部・コード：9435、本

社：東京都豊島区、代表取締役社長 玉村 剛史）との間で、資本・業務提携を行うことを決議し、平成22年11

月22日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が3,090株、資本金が40,228千円、資本準備金

が40,225千円増加し、それぞれ発行済株式総数34,090株、資本金634,728千円、資本準備金304,925千円となっ

ております。 

なお、資本・業務提携契約の概要は以下のとおりであります。  

１．資本・業務提携先の概要 

（１） 商 号 ： 株式会社 光通信 

（２） 本店所在地 ： 東京都豊島区南池袋一丁目16番15号 

（３） 代表者の役職・氏名 ： 代表取締役社長 玉村 剛史 

（４） 事業内容 ： 移動体通信事業、ＯＡ機器販売事業、インターネット関連事業他 

（５） 資本金の額 ： 54,259百万円 

２．業務提携の内容 

株式会社 光通信との業務提携の内容につきましては、圧倒的な国内店舗網を始めとした強力な営業力を有す

る同社、並びに同社グループ企業との取引関係を資本・業務提携を通じて新たに構築することにより、具体的に

は、移動体通信分野において両社に共通する分野の発展に双方が協力を行うものであります。 

また、中古携帯電話機の販売および買取を初めとしたリユース分野においては、中古携帯電話機「エコた

ん」の取扱いに関するフランチャイズ加盟店の募集について、同社、並びに同社グループ企業の協力を得るもの

であります。 

３．資本提携の内容 

（１）第三者割当による新株式発行 

①発行期日 ： 平成２２年１１月２２日 

②発行新株式数 ： 当社普通株式 3,090株 

③発行価額 ： １株につき金26,037円 

④発行価額の総額 ： 金80,454,330円 

⑤資本組入額 ： １株につき金13,019円 

⑥資本組入額の総額 ： 金40,228,710円 

（２）調達資金の使途 

金融機関よりの短期借入金の約定返済資金および情報通信ショップ「ｅ－ＢｏｏｏＭ」の店舗改装並びに

中古携帯電話機内の個人情報消去システムの開発に伴う設備投資資金として使用。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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事業部門別の売上高の状況  

（第３四半期）累計期間（平成22年５月～平成23年１月）  

  

  

４．補足情報

区    分 

前期  平成22年４月期 当期  平成23年４月期 

前年同期比 前 第３四半期 累計期間 当 第３四半期 累計期間 

売上高 構成比 売上高 構成比 

(1）移動体通信関連事業 百万円 ％ 百万円 ％ ％

  ① 通 信 機 器 販 売  2,618 51.0  2,177 47.0  △16.9 

  ② 受 取 手 数 料 収 入 2,301 44.8  2,192 47.3  △4.7 

  小 計 4,920 95.8  4,370 94.3  △11.2 

    

(2）固定通信関連事業           

  ① 電 話 加 入 権 販 売 26 0.5  13 0.3  △50.7 

  ② 受 取 手 数 料 収 入 57 1.1  35 0.8  △37.3 

  小 計 83 1.6  49 1.1  △41.5 

    

(3）その他の事業 

  ①中古携帯電話機販売 63 1.3  136 3.0  117.2 

  ②その他の商品売上高 31 0.6  10 0.2  △67.6 

  ③その他の手数料収入 37 0.7  70 1.5  89.9 

  小 計 131 2.6  217 4.7  65.8 

売 上 合 計 5,135 100.0  4,636 100.0  △9.7 
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